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研究要旨 

急性期病院 (病棟) から転院 (転棟) した，または急性期病院と連携する回復期リハビ

リテーション病院 (病棟) において複合リハビリテーションを施行される患者（主たる

疾患である心臓病や脳卒中に対するリハビリテーションのみならず，嚥下障害，高次脳機

能障害，廃用症候群などに対するリハビリテーションも施行される患者）を対象に，複合

リハビリテーションの有効性について検証する目的で，最終的に，48 人（男性：33 人，

女性：15 人．年齢中央値 78 歳）が登録された．回復期リハビリテーション病院で複合リ

ハビリテーションを要する脳卒中患者は、高齢で様々な危険因子と併存症を有し，嚥下障

害，認知機能障害を有する症例が含まれていた．回復期リハビリテーション病院では、複

合リハビリテーションが実施可能であり，複合リハビリテーションによりＡＤＬ・身体機

能・嚥下機能などの改善を認めた．脳卒中の再発などによる急性期病院への再入院は

12.5%に認めた．複合リハビリテーションにより高い自宅復帰率が達成できていた．一方

で通院リハビリテーションの比率は比較的低かった． 

Ａ．研究目的 

脳卒中および心血管疾患や心不全を含む

心臓病の患者の生活の質の向上のためには，

リハビリテーションが不可欠である．脳卒

中患者においては，早期座位・立位訓練，早

期歩行訓練，摂食嚥下訓練，セルフケア訓練

などを含んだ，多職種が関与する積極的な

リハビリテーションを発症後できるだけ早

期から行うことが勧められており，亜急性

期以降も包括的なリハビリテーション診療

を行うことが推奨されている．心臓病患者

へのリハビリテーションでは，個別に処方

された有酸素運動を中心に食事や服薬，禁

煙などの患者教育と疾病管理を多職種がチ



ームを組んで行い，包括的なリハビリテー

ション医療を急性期・回復期・維持期にわた

り実践することが求められてきた． 

一方で，脳卒中および心臓病の患者は，

嚥下障害，認知機能障害などの高次脳機能

障害，フレイル・サルコペニア，うつ，呼

吸器疾患・腎疾患，骨関節疾患，廃用症候

群など様々な症状や合併症を有することも

少なくなく，それらの症状や合併症が十分

なリハビリテーションの実施の阻害因子に

なることもありうる．すなわち，合併症に

配慮しつつシームレスな複合リハビリテー

ションが推奨されている．

しかしながら，合併症の正確な頻度，合

併症がリハビリテーションに及ぼす影響，

各医療圏における複合リハビリテーション

の実施率，複合リハビリテーションの有効

性について悉皆性のあるデータはない．ま

た，複合リハビリテーションが実施できな

い要因の詳細な把握およびその解決策につ

いても課題が残されている． 

　本研究班の目的は，脳卒中のリハビリ

テーションの対象となる患者における，複

合リハビリテーションの有効性について調

査検証することである． Ｂ．研究方法 

研究デザイン：多施設共同前向き観察研究 

研究手法 (データベースへの登録、既存診

療情報の利用) 

対象症例 

 自治医科大学，川崎医科大学，熊本市立熊

本市民病院 (以上脳卒中) を退院し連携す

る回復期リハビリテーション病院に転

院 (転棟) する患者．  

評価項目 

・主要評価項目

回復期リハビリテーション病院を退院時

の日常生活動作，機能予後 (modified 

Rankin Scale, Barthel Index, FIM, 麻

痺重症度) 

・副次評価項目

回復期リハビリテーション病院を退院時

の栄養経路，退院先，認知機能

回復期リハビリテーション病院で施行し

た複合リハビリテーションの実態

PT の総単位数 

OT の総単位数 

ST の総単位数 

筋力増強の訓練の頻度 

離床のための訓練の頻度 

立位歩行のための訓練の頻度 

心肺機能を意識した訓練の頻度 

嚥下訓練の頻度 

失語症の訓練の頻度 

認知機能を意識した訓練の頻度 

ADL 訓練の頻度 

リハビリテーション，日常動作などに

関する患者指導の頻度 

脳卒中・心臓病に対する疾患管理の頻 

度 

合併症の種類と合併症がリハビリテー

ションの内容に影響した実態

統計解析の方法 

 複合リハビリテーションの実態及びその

転帰について記述的にまとめる． 

Ｃ．研究結果 

令和 4年度は Redcapを用いた Web登録シ

ステムを構築し，登録を開始し， 26例を登

録した．令和 5 年度 7月までに最終的に 48

人（男性：33 人，女性：15 人．年齢中央値

78 歳 (66.25，82.75）が登録された．脳梗

塞が 40 人，脳出血が 7人，クモ膜下出血が



1 人）であった．併存症では，心臓病は 8 例 

(17.0%)，慢性呼吸不全は 1 例 (2.1%)，慢

性腎臓病は 6 例 (12.8%)，下肢動脈疾患は

1 例 (2.1%)，運動器疾患は 3 例 (6.4%) に

認めた．併存障害では，嚥下障害と認知機能

障害がそれぞれ 7 例 (14.6%) にみられた．

危険因子は高血圧症が 35 例 (72.9%)，糖尿

病が 22 例 (45.8%)，脂質異常症が 26 例 

(54.2%) であった．内服薬数の中央値は 6.5 

(5, 9) であった． 

 回復期リハビリテーション病床での入院

日数の中央値は 73.5日 (35.25, 109.5) で

あった．施行したリハの内容について図 1

に示す．複合リハの各項目が高頻度に施行

されていた． 

図 1. 施行したリハビリテーションの頻度 

また，理学療法の総単位数の中央値は 162

単位 (127, 312.5)，作業療法の総単位数の

中央値は 180 単位 (92.25, 247.75) であ

った．それぞれの実施項目別頻度を図 2, 3

に示す． 

図 2. 施行した理学療法 

図 3. 施行した作業療法 

必要に応じて多面的なリハが実施されてい

た． 

 回復期リハ病床での入院時と退院時の

mRS の変化を図 4 に示す．日常生活が自立

できる mRS 0-2の割合は 16.7%から 56.3%に

増えていた． 

図 4. 回復期リハ病床での mRS の変化 

 次に表 1に BI, FIM, SIAS の入院時と退

院時の変化を示す．BIと FIM とが有意に改

善していた． 

表 1．回復期リハ病床での BI, FIM, SIAS の

変化 

入院時 退院時 p 

BI 40 

(16.25, 

73.75) 

92.5 

(60, 

100) 

<0.0001 

FIM 68.5 

(34, 94) 

111.5 

(65, 

119.75) 

<0.0001 

SIAS 50 (25, 

71) 

58.5 

(42.75, 

0.1936 



71.75) 

 嚥下状態について，経管栄養の頻度は入

院時に 12.5%であったが，退院時には 2.1%

に減少していた．藤島グレードの変化につ

いて図 5 に示す．重度の嚥下障害を示す 1-

3 の頻度が明らかに減少していた． 

図 5．回復期リハ病床での藤島グレードの変

化 

Ｄ．考察 

1．回復期リハビリテーション病院で複合

リハビリテーションを要する脳卒中患

者は、高齢で様々な危険因子と併存症を

有し，嚥下障害，認知機能障害を有する

症例が含まれていた． 

2． 回復期リハビリテーション病院では、複

合リハビリテーションが実施可能であ

った． 

3． 複合リハビリテーションによりＡＤＬ・

身体機能・嚥下機能などの改善を認めた． 

4． 脳卒中の再発などによる急性期病院へ

の再入院は 12.5%に認めた． 

5． 複合リハビリテーションにより高い自

宅復帰率が達成できていた．一方で通院

リハビリテーションの比率は比較的低

かった． 

Ｅ．結論 

回復期リハビリテーション病院での複合

リハビリテーションの有効性が示された．

Ｆ．研究発表 

1. 論文発表
なし

2. 学会発表
なし

Ｇ．知的所有権の取得状況 
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3.その他
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